
報道発表（お知らせ）

平成１８年度民間基盤技術研究促進制度に係る研究開発課題の公募について

平成18年3月6日

記

1. 制度の概要
別紙１のとおり 

2. 対象となる研究課題及び応募資格等
別紙２のとおり 

3. 地域中小企業・ベンチャー重点支援型における公募事務等の大学委託について
別紙３のとおり 

4. 公募期間
平成１８年４月１０日(月)から平成１８年５月１５日(月) 

5. 説明会の開催
公募に関する説明会を次のとおり開催いたします。

（１）日 時 平成１８年４月５日(水) １４：００～１５：３０
（２）場 所 「仏教伝道センタービル」８Ｆ大ホール (東京都港区芝４－３－１４)

（説明会への出席希望者は、事前に、企業名、出席者数、連絡担当者の所属・役職、氏名、電話番号をFAXま
たはE-mailにて担当部門へご連絡下さい。） 

＜別紙１＞

民間基盤技術研究促進制度の概要
１ 制度の概要

独立行政法人情報通信研究機構（以下「機構」という。）が、国民経済及び国民生活の基盤の強化に相当寄与する
もののうち、短期的には収益が期待できないなどリスクが非常に高く、民間のみでは実施が困難な研究開発課題を
対象に、広く民間企業等から公募し外部有識者による評価に基づき選定し、提案者に委託する制度である。 

独立行政法人 情報通信研究機構(NICT。理事長: 長尾 真)では、基盤技術研究円滑化法に基づき、民間に
おける情報通信分野の基盤技術研究の促進を戦略的かつ効率的に行うため、当該技術に関する研究開発
を民間からの公募により実施しています。 

つきましては、平成１８年度の公募を下記のとおり行うことといたしましたので、お知らせします。

＜問い合わせ先＞
情報通信研究機構 総務部 広報室
奥山利幸、大野由樹子
Tel: 042－327－6923、Fax: 042－327－7587 

＜担当部門問い合わせ先＞
情報通信研究機構 基盤技術研究促進部門
清水政人、小峯隆宏
Tel: 03-3769-6833
Fax: 03-3769-7005URL：http://kiban.nict.go.jp



２ 制度のポイント

研究開発課題の委託は、委託研究契約（単年度契約）により実施 
研究開発から生じた知的財産権は、一定の要件のもとに研究開発受託者に帰属させる方式（産業活力再生
特別措置法に基づく日本版バイ・ドール方式）を採用 
研究開発成果による事業化（研究開発成果を利用した商品・サービスの販売だけではなく、実施許諾等によ
る収入の確保を含む。）に関する売上は、その一部を機構に納付するよう売上納付契約を締結 

参 考
民間基盤技術研究促進制度には、「一般型」と「地域中小企業・ベンチャー重点支援型」があります。両者の違いは
次表のとおり。 

＜別紙２＞

平成１８年度民間基盤技術研究促進制度の公募に係る対象となる研究課題及び応募資格等

１ 対象とする研究開発課題

（１）一般型
総務省の所掌に係る情報通信分野における基盤技術の研究開発のうち、民間のみでは実施できないリスクの高い
研究開発であり、質の高い知的財産権の取得、将来的な標準化への貢献等の知的財産の形成が期待できる研究
開発課題を公募の対象とする。ただし、次のいずれかに該当する研究開発課題は対象としない。

1. 研究段階として、商品開発等の段階又は純粋基礎研究の段階の研究開発課題 
2. 国等の公的機関から助成若しくは委託を既に受けている又は今後受けることが予定されている研究開発内容

と実質的に同等な若しくは重複する研究開発課題 
3. 提案者と別の機関が既に国費により取り組んでいるテーマと実質的に同等な又は重複する研究開発課題 

（２）地域中小企業・ベンチャー重点支援型
総務省の所掌に係る情報通信分野における基盤技術研究のうち、民間のみでは実施が困難なリスクの高い研究開
発であり、地域の中小企業及びベンチャー等が行う研究開発課題を対象とする。
なお、次のいずれかに該当する研究開発課題は対象とならない。

1. 研究段階として、純粋基礎研究の段階の研究開発課題 
2. 国等の公的機関から助成若しくは委託を既に受けている又は今後受けることが予定されている研究開発内容

と実質的に同等若しくは重複する研究開発課題 
3. 提案者と別の機関が既に国費により取り組んでいるテーマと実質的に同等又は重複する研究開発課題 
4. 研究開発期間が２年を超える研究開発課題 

一般型 地域中小企業・ベンチャー重点支援型

対象研究開
発課題

基盤技術研究開発（商品開発等の段階又
は純粋基礎研究の段階を除く）

基盤技術研究開発（純粋基礎研究の段階を除く）

応募資格 企業等（民間の登記法人であり、政府等機
関及び学校法人を除く）

地域の中小企業及びベンチャー等（資本金３億円
以下又は設立後５年以内）

研究開発期
間

原則５年以内 ２年以内（中間評価なし）

年間研究資
金

特段の定めなし 年間４千万以上２億円以下

再委託 可（委託金額の５０％未満まで） 不可

その他 － 公募等の事務を大学に委託、委託した大学から研
究開発施設の提供等（有償）の支援



２ 応募資格 

（１）一般型
研究開発課題の提案者は、次の1.から6.までの条件を満たすことができる企業等で、受託を希望するものとする。こ
こにおける企業等とは、民間の登記法人であり、国公立機関、特殊法人、独立行政法人等の政府等機関及び私立
大学等の学校法人を除いたものとする。

1. 当該研究開発課題に関する技術又は関連技術についての研究開発実績を有する人員により、当該委託業務
を遂行するために必要な研究開発体制を有していること。 

2. 当該委託業務を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について十分な管理能力を有
していること。 

3. 機構が委託するうえで必要とする措置を適切に遂行できる体制を有すること。 
4. 研究開発成果の公開及び標準化活動等に積極的な貢献が可能であること。 
5. 収益を得るための事業化体制が整備されていること。 
6. 研究開発成果を利活用した事業化の可能性が見込まれ、その事業の実施により収益が見込まれるものであ

ること。 

（２）地域中小企業・ベンチャー重点支援型
研究開発課題の提案者は、次の1.から6.までの条件を満たすことができる企業等で、受託を希望するもの（但し、国
公立機関、特殊法人、独立行政法人等の政府等機関及び私立大学等の学校法人を除く。）とする。

1. 当該研究開発課題に関する技術又は関連技術についての研究開発実績を有する人員により、当該委託業務
を遂行するために必要な研究開発体制を有していること。 

2. 資金等について十分な管理能力を有していること。 
3. 機構が委託するうえで必要とする措置を適切に遂行できる体制を有すること。 
4. 収益を得るための事業化体制が整備されていること。 
5. 研究開発成果を利活用した事業化の可能性が見込まれ、その事業の実施により収益が見込まれるものであ

ること。 
6. 企業の場合、研究開発課題の提案申請時の資本金が３億円以下のものであること又は申請時に設立後（登

記後）５年以内のものであること。 

３ 応募先 

（１）一般型
独立行政法人 情報通信研究機構 http://kiban.nict.go.jp
基盤技術研究促進部門
〒105-0014 東京都港区芝２丁目３１－１９ バンザイビル７階
Tel: 03-3769-6833 

（２）地域中小企業・ベンチャー重点支援型

1. 北海道担当
国立大学法人 北海道大学 http://www.ist.hokudai.ac.jp
情報科学研究科
〒060-0814 北海道札幌市北区北１４条西９丁目 

2. 東北、関東(山梨県を含む)、信越地域担当
国立大学法人 東北大学 http://www.niche.tohoku.ac.jp/
未来科学技術共同研究センター
〒980－8579 宮城県仙台市青葉区荒巻字青葉６－６－１０ 

3. 東海、北陸、近畿地域担当
国立大学法人 京都大学 http://www.iio.kyoto-u.ac.jp/
国際イノベーション機構ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー
〒６０６ー８５０１ 京都市左京区吉田本町 

4. 中国、四国、九州地域、沖縄県担当
国立大学法人 徳島大学 http://www.tokushima-u.ac.jp
知的財産本部 産学連携研究企画部
〒770-8506 徳島県徳島市南常三島町２－１ 

（注）応募する企業の判断により、担当地域以外の大学に応募することも可能です。 



＜別紙３＞

平成１８年度民間基盤技術研究促進制度（地域中小企業・ベンチャー重点支援型）の公募事務等の大学連携につい
て

１ 大学委託の概要
地域の中小企業等が行うすぐれた基盤技術研究案件の発掘を行うため、平成１８年度民間基盤技術研究促進制度
（地域中小企業・ベンチャー重点支援型）の公募にあたり、独立行政法人情報通信研究機構が全国の４大学（平成
１７年度は京都大学のみ）と連携しておこないます。
また、これらの連携大学において、各地域の中小企業等が行う基盤技術研究への有償による研究開発施設の提供
並びに事業化に向けた指導等の支援が受けられます。 

２ 連携する大学及び担当地域

大学名 担当地域

国立大学法人 北海道大学
http://www.ist.hokudai.ac.jp 

北海道

国立大学法人 東北大学
http://www.tohoku.ac.jp 

東北地域、関東地域(山梨県を含む)、信越地域

国立大学法人 京都大学
http://www.iio.kyoto-u.ac.jp/ 

東海地域、北陸地域、近畿地域

国立大学法人 徳島大学
http://www.tokushima-u.ac.jp 

中国地域、四国地域、九州地域、沖縄県


